
様式１

(令和8年7月1日時点)
１．概要

　

    年  月  日  ～    年  月  日

    年  月  日  ～    年  月  日

一般財団法人　鳥取開発公社

鳥取市西町２丁目３１１番地

0857-22-4742

総務部資産活用推進課

30,500,000円

（内訳）市15,500,000円（50.82％）、公社15,000,000円（49.18％）

施　設　名 指 定 期 間

    年  月  日  ～    年  月  日

    年  月  日  ～    年  月  日

１　土地の取得、造成、管理、賃貸、斡旋及び譲渡に関する事業
２　商工業の用に供する建物の建設、賃貸、管理、譲渡及び運営に関する事業
３　移住者用施設の建設、管理、運営及び居住体験のための賃貸に関する事業
４　移住定住に関する事業
５　中心市街地活性化に関する事業
６　駐車場の管理及び運営に関する事業
７　その他公社の目的を達成するために必要な事業

　当公社は、設立目的に資するため、上記記載の範囲で、継続事業として移住定住支援事業を行
い、その他の事業として不動産事業、土地管理事業、中心市街地活性化事業等を行っている。

実 施 事 業

団体概要

設立年月日

代　表　者

名　　　称

昭和37年9月17日 電　　　 話

理事長　羽場　恭一 担 当 部 課

設 立 経 過

基 本 理 念

定款または寄附
行為記載事業

基 本 財 産
（出捐金及び内訳）

所　在　地

指定管理の
状　　　況

出捐金額

　昭和30年代の高度経済成長に伴い市民所得が増大し、地価が上昇していた当時、鳥取市は住居も
商工業も市街地に集中し混在している状態であった。近代的文化都市の建設を目指した鳥取市は、
市民に安価で優良な住宅を提供し、企業にとって生産性の向上が図れる整備された工業団地を提供
し、県外企業の誘致活動ができる都市づくりを実現するため設立された。

　鳥取市が策定する総合計画方針に基づき、移住定住のための支援等に関する事業を行うととも
に、生活環境の整備改善等を行うことにより、鳥取市のまちづくりに貢献し、もって鳥取市の発展
に寄与することを目的とする。
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借入金
等

借入金 707,346 678,000 618,000 598,000

（うち市からの借入金） 0 0 0 0

市の損失補償債務残高、
市の債務保証残高 0 0 0 0

（千円）

２．財務の状況

令和8年度予算

総収入額 総支出額 差引収支額

284,385 284,385 0

委託料 0

小計

総　　　　額

（うち運営費補助）

補助金

受益者
負担等

受益者負担

その他

小計

国・県
等から
の支出
金

その他

0

0 0 0

00 0 0

0

0 0 0 0

小計 768,075 255,694 208,569 244,154

0

0

市から
の支出
金

0 0 0

0 0 0

指
定
管
理
料

19,682 20,044

6,817 11,224 12,221

0 0 0

19,418 19,682

0 0

指定管理料

（千円）

総　　　　額

（うち指名指定）

総　　　　額

（うち随契）

0

0

28,295

336,641 -139,810 -153,624 -136,342

466,546

25,213

経　常　損　益
・当期経常増減

当　期　純　利　益
・当期一般正味財産増減

-136,342

2,668,097 2,514,474 2,378,131

803,187 286,600 240,834 280,445

20,044 17,961

委
託
料

補
助
金
等

その他 0 0

11,078

0

35,112 30,906 32,265 36,291

令和6年度
決算

令和7年度
決算

3,700,994 3,455,339資　         産 2,945,781

696,673

2,249,108

439,947

568,970

-129,023

-129,023

0

0

197,562

17,162

11,007

0

0

208,569

決算の
状況

2,807,907

貸
借
対
照
表

（

Ｂ
Ｓ
）

損
益
計
算
書
（

Ｐ
Ｌ
）

・
正
味
財
産
増
減
計
算
書

負　         債

純資産・正味財産

経　常　収　益

経　常　費　用

令和3年度
決算

令和4年度
決算

令和5年度
決算

3,250,875 3,100,425

893,087 787,242 736,401

426,410 394,458 416,787

336,641 -139,810 -153,624

722,294

0 0 0 0

768,075 255,694 208,569 244,154

0 0 0 0

新会計基準への移行年度 平成27年度

合計 803,187 286,600 240,834 280,445

0

0

0

0

0

231,378

0

231,378

439,947

0

0

（千円）

578,000
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パート・アルバイト等 0 0

0
うち市派遣 0 0

職員計
8 8

うち市ＯＢ 0

0

0
うち市派遣 0 0

0

嘱託
4 4

うち市ＯＢ

職員

正規
4

うち市派遣 0

0

4
うち市ＯＢ 0 0

（人）

15
うち市ＯＢ 3 2

うち市派遣

20 20
うち市ＯＢ 4 3

0 0

常勤

うち市ＯＢ

非常勤

うち市派遣

5 5
うち市派遣 5 5

役員計
15

評議員

3
4

うち市派遣 5 5

５．役員・職員の状況 令和６年度

2 1
うち市派遣 5 5

1

13 13

うち市ＯＢ 1

うち市ＯＢ

2 2

令和７年度

0 0

役員・評議員計

1 1

役員

合計 439,707 208,296 47%

0% 企業立地支援課

ふるさと回帰推進事業 受託 12,724 12,505 98% 地域振興課
駐車場事業 自主 4,247 0%

企業立地支援課100%180,400180,400受託まちなかビジネス・コミュニティ拠点整備事業

0.8% 3.9% 5.1% 4.0%

中心市街地活性化事業 自主・受託 19,814 15,391 78% まちなか未来創造課

土地管理事業 自主 1 0%
不動産事業 自主 221,421

事業名 区分 決算額
うち市の支出額

市支出率 市担当部署 公益目的

122.0%

3.5% 6.9%

流動比率

正味財産比率

市受託事業依存率

市補助金等依存率

人件費比率

管理費比率

○移住定住支援事業 自主 1,100 0% 地域振興課

0.0%

４．主要事業実績（令和7年度）

自立性

市指定管理事業依存率 0.0% 0.0% 0.0%

6.0% 8.2% 9.5% 8.8%
1.3% 1.5% 1.8% 1.6%

8.3%

令和6年度
決算

令和7年度
決算

３．評価指標
令和3年度

決算
127.9% 138.5%

75.9% 77.2% 77.3% 76.2%

令和4年度
決算

令和5年度
決算

健全性

効率性

120.0%

9.0%

203.4%
76.4%
0.0%
44.9%
2.5%
5.7%
1.2%

令和８年度

3
2
0
12
1
4
15

5
0
0
20
3
4

4
0
0
4
0
0
8
0
0


